別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名:モノづくりセンター事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
商工労働部　モノづくり振興課　モノづくり担当　電話番号：058-272-1111（内3096）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：97,918(98,937)千円（前年度予算額：95,186千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　　県内中小企業の総合窓口として、研究開発から販売促進まで一貫して支援するため、

　(財)岐阜県産業経済振興センターに設置する「モノづくりセンター」の企業支援及び　

　体制整備に要する経費を補助する。
　　当センターへの相談で、販路開拓等などマーケーティングに関する相談が、全体の相談の約2割で一番多く、また、国内産業の空洞化により県内中小企業の経営状況の悪化などから、県内中小企業は、新たなビジネスチャンス創出の支援を必要としている。このため、今年度は、企業の提案力や技術力の向上を図り、国内外のビジネスチャンス獲得に向け、重点的に支援する。
(1) コーディネーター設置事業　71,738(72,757)千円（71,303千円）
　　・専門スタッフ（コーディネーター）を専門分野（経営、技術、販売促進、産学官　

　　　連携、ＩＴ、金融、デザイン、農業）ごとに配置。

　　・国・県の中小企業支援の情報を１カ所にとりまとめ、ワンストップサービスで提
　　　供するほか、御用聞きによる企業の問題解決に向けた支援を行う。
  (２)専門家派遣事業　7,500千円（7,500千円）

　　経営、技術、デザイン等に関するアドバイザーを県内中小企業に派遣する。
(３)事業可能性評価委員会運営事業　162千円（162千円）

　　複数の専門家からなる評価委員会で、中小企業者及び創業予定の方の事業プランを

　　販売面、技術面等多面的に分析・評価するとともに、コーディネーターが継続的な

　　支援を行い、新事業展開、新製品開発等を促進する。

(４）支援体制整備事業　1,558千円（1,128千円）
　　モノづくりセンター事業の円滑な実施に必要な体制を整備・運営に係る必要経費

  (５)取引推進関連事業　5,878千円（6,308千円）
　  ①取引あっせんネットワーク事業　1,136千円（1,136千円）
　　 より正確で効果的な取引あっせんを行うために必要な情報システムの維持管理を

　　 行う。
　　②企業情報等収集提供事業　2,742千円（2,742千円）
　　 県内外の発注企業や県内の受注企業を訪問して発注品等の情報収集・提供を行うと

　　 ともに、インターネット等を通じて受注・発注希望企業の情報や講習会・講演会開
　　 催等の情報を提供する。
    ③商談会等開催事業　2,000千円（2,000千円）
　　 大手企業を発注企業として招聘する広域商談会や、県内中小企業とのつながりが薄

　　 い首都圏等の大企業、新規業種を訪問し、個別企業の持つ技術等を直接ＰＲするビ

　　 ジネスマッチング・キャラバンを開催する。

（６）モノづくり現場カイゼン力強化事業　2,000千円（2,000千円）
　  県内中小企業の「ムダ取り」「カイゼン」活動に対する意識の醸成、導入啓発、定着

    を推進するために、基礎的知識の習得を目的とする座学研修会及び、実習工場で模

　　擬改善を行う更に実践的な研修会を実施する。


（７）デザイン開発支援推進費  3,772千円（3,946千円）

モノづくりセンターのデザイン開発支援事業の実施に必要な事務的経費（旅費等）

   (８)部材産業新ビジネス創出支援事業　【新規・拡充】5,310（1,700千円）

○提案型モノづくりスキルアップ事業【拡充】　2,364千円（1,700千円）
（ｵｰﾌﾟﾝ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進事業を拡充）

今後、市場の成長が期待できる「次世代自動車産業」、「航空宇宙産業」や「新エネルギー産業」などの分野に着目し、当該分野における県内部材産業の技術・提案力の向上を図り、取引先拡大や新規参入、大手メーカーとの共同開発につなげ、競争力のある海外リスクにも対応できる強い中小企業を育成する。新技術・新工法商談会、共同開発支援や新技術勉強会などを開催し、主に国内市場での新ビジネスの創出を支援する。

　　　○アジア地域合弁ビジネス促進事業　2,946千円（新規）
　　県内企業が誇る技術力を生かし、国際市場における新ビジネス創出に繋げるため、世界の成長エンジンであるアジア諸国の企業とのビジネスマッチングを行い、新たな合弁ビジネスの構築による取引先拡大、売上・利益獲得を目指す。
	２　所要経費


	事業名
	補助額

	コーディネーター設置事業
	71,738(72,757)千円 (71,303千円)

	専門家派遣事業
	7,500千円  (7,500千円)

	事業可能性評価委員会運営事業
	   162千円    (162千円)

	支援体制整備事業
	1,558千円 （1,128千円）

	取引推進関連事業
	5,878千円  (5,878千円)

	モノづくり現場カイゼン力強化事業
	 2,000千円  (2,000千円)

	デザイン開発支援推進費
	 3,772千円　(3,946千円)

	部材産業新ビジネス創出支援事業
	 5,310千円  (1,700千円)

	合計
	97,918(98,937)千円 (95,186千円)


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　付加価値を生む生産性の高い企業の誘致や、付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につなげます。

　Ⅳ　中小企業・地場産業の競争力の強化
　　○中小企業の生産性向上
　　　◆ムダ取り・カイゼンの促進
　　　◆中小企業の取引支援
	２　これまでの取組状況


　モノづくりセンターとして、県内中小企業に対し、次の支援を実施。　
  ・コーディネーター設置事業

　　　相談対応（経営面、技術面等）　延べ2,270件（H22）

  ・アドバイザー派遣事業　
　　　派遣回数　81企業、353回（H22）

　・事業可能性評価委員会運営事業

　　　申請企業数　10社（うちＡ評価7社）（H22）
　・取引推進関連事業

　　　取引あっせん成立件数95件（H22）
　　　商談会開催2回（H22）
　・セールスレップコーディネート事業
　　　販路開拓支援セミナー開催　参加者74名（H22）

　　　商談会開催2回　応募11社（H22）

　・オープン・イノベーション促進事業

　　　新技術発表会開催　2回　出展企業42社（H22）
　　　ゼミナール開催2分野　参加企業17社
	３　これまでの取組に対する評価


　　モノづくりセンターは、県内中小モノづくり産業の抱える課題解決に向け、総合的
　な支援を行う中核機関として平成20年4月に設置された。
　　コーディネーターは、相談に来るのを待っているだけではなく、積極的に県内中小
　企業を回って御用聞きし、そこから得た企業ニーズを支援施策に結びつけるなど、そ

　の活動は評価できる。

　　事業可能性評価をはじめとする企業の新事業展開、新製品開発等の支援に加えて、県内中小企業と大手企業との接点を広げる広域商談会を開催するなど、新製品開発から販売促進まで一貫した支援を行っている。特に、大手企業に中小企業の技術を提案できる場を提供し、新たな受注獲得など成果があがっている。

加えて、「カイゼン」など企業の生産工程改善意識の普及支援に取り組み、県内企業の経営向上に貢献している。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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うち「モノづくりセンター運営費補助金（人件費）デザインスタジオ」


　　　   　　19,256(20,275)千円（18,941千円）　→　地域産業課





地域産業課

















